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当社に対する行政処分（事業停止命令及び事業改善命令）に関するお知らせ 

 

当社は、東京労働局より、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律」（以下、「労働者派遣法」という。）に違反したとして、令和７年７月 30 日付で、労働者派遣法第 14

条第２項に基づく労働者派遣事業停止命令及び労働者派遣法第 49条第１項に基づく労働者派遣事業改

善命令を受けましたので、お知らせいたします。 

 

 当社は、今般の労働者派遣事業停止命令及び改善命令を重く受け止めるとともに、お客様及び登録

スタッフならびに株主の皆様をはじめとする関係者の方々に、多大なご迷惑及びご心配をおかけしま

すことを、心よりお詫び申し上げます。 

 

 今回の行政処分の概要及び当社の今後の取り組みなどは、下記のとおりでございます。 

 

記 

 

１ 処分の概要 

(1) 労働者派遣事業停止命令 

① 対象期間 

令和７年７月 31日から令和７年９月 30日まで（2ヶ月間） 

 

② 対象業務 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令（以下、

労働者派遣法施行令という。）第２条第１項第４号に定める業務のうち、保健師助産師看

護師法第５条及び第６条に定める業務に係る労働派遣事業（医療法第１条の５第１項に規

定する病院若しくは同条第２項に規定する診療所（労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則第１条第２項各号に定めるものを除く。）、同

法第２条第１項に規定する助産所、介護保険法第８条第 28 項に規定する介護老人保健施

設、同条第 29 項に規定する介護医療院又は医療を受ける者の居宅において行われるもの

（介護保険法第８条第３項に規定する訪問入浴介護及び同法第８条の２第２項に規定す

る介護予防訪問入浴介護に係るものを除く。）に限り、派遣労働者の就業の場所が労働者

派遣法施行令第２条第２項に規定するへき地にある場合を除く。） 



 

なお、事業停止開始日より前に労働者派遣法に則って労働者派遣契約が締結され、かつ、

停止前現在、既に開始されている労働者派遣については、派遣先に不利益を与えるととも

に、派遣労働者の保護にも欠けることになるため停止する扱いは行わないこととされてい

ます。 

 

また、本件事業停止命令は一般労働派遣事業の一部に係るものであって、上記以外の一般

労働派遣事業、職業紹介事業、業務請負事業等につきましては、これまでどおり実施でき

るものであります。 

 

(2) 労働者派遣事業改善命令 

本命令による措置の内容は以下のとおりです。 

① すべての労働者派遣事業、請負事業、出向等について、労働者派遣法及び職業安定法のす

べての規定に違反していないかの総点検を行い、これらに係る違反があった場合には労働

者の雇用の安定を図るための措置を講ずることを前提に速やかに是正すること。 

なお、総点検にあたっては、以下の法条項について特に重点的に点検すること。 

￭ 労働者派遣法第４条第 1項 

 

② 上記①の事項を含む労働者派遣法及び職業安定法違反について、その発生の経過を全て明

らかにしたうえで原因を究明し、再発防止のための措置を講ずること。 

 

③ 労働者派遣法、職業安定法等労働関係法令の規定に違反することのないように、全社にわ

たり確実な方法により法令等同窓者派遣事業制度の理解の徹底を図るとともに、遵法体制

の整備及び再発防止策の確実な遂行を行うこと。 

 

④ 上記（措置）①から③に係る総点検結果及び是正状況並びに法違反発生の経緯、原因及び

再発防止措置並びに遵法体制の整備状況等について、東京労働局あて、令和７年 10月 29

（木）までに書面をもって報告すること。 

 

２ 処分の理由及び経緯 

令和４年２月１日から令和６年 10月１日までの間、当社の一部支店において、法定の除外事由な

く、労働者派遣法施行令第２条第１項第４号に規定する業務について労働者派遣事業を行ってい

た点について、労働者派遣法第４条第１項違反の指摘を受けたものであります。 

 

３ 今後の取り組み 

当社は、令和６年９月より以下の体制変更を実施しております。 

(1) 法令遵守を推進するコンプライアンス課の人員を２名から５名に増員、派遣事業の運営や法

令に精通した人材によるチェック業務の強化 

(2) 契約内容関連のチェックを担う部署と情報入力や契約書作成を担う部署の連携がスムーズ

に行えるよう、上位組織を新たに編成し、専任の管理者を配置 

(3) 人材教育の専門組織を編成し、教育体制を強化しており、コンプライアンスを含めた研修を



実施 

今回の行政処分を踏まえ、上記の体制をさらに強化・充実させ、改善命令に従った総点検、法違

反発生の経緯、原因を究明し、再発防止措置並びに遵法体制の整備により一層努める所存です。 

 

４ 当社の業績への影響 

本件に起因する当社業績への影響につきましては精査中であり、今後開示すべき事項が生じた場

合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


